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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 

売上高（千円） 29,720,824 41,314,263 52,040,334 62,188,553 65,852,161 

経常利益（千円） 1,135,473 1,366,749 2,076,408 2,054,966 2,955,985 

当期純利益（千円） 556,174 627,261 938,636 887,385 1,145,995 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 825,050 2,461,656 2,462,646 2,464,626 2,521,062 

発行済株式総数（株） 6,451 75,950 75,995 76,085 155,886 

純資産額（千円） 2,824,441 6,643,654 7,544,263 8,192,749 9,248,972 

総資産額（千円） 10,028,360 17,424,079 22,329,422 22,077,806 23,467,486 

１株当たり純資産額（円） 437,830.07 87,474.04 99,029.05 107,446.27 59,190.52 

１株当たり配当額（円） 

(うち１株当たり中間配当額) 

10,000 

（－）
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（－）

2,000 

（－）

2,500 

(1,000) 

1,500 

(500) 

１株当たり当期純利益（円） 94,569.13 8,700.49 12,108.43 11,434.69 7,307.68 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
91,472.54 8,486.77 11,856.94 9,856.76 6,005.86 

自己資本比率（％） 28.2 38.1 33.8 37.1 39.4 

自己資本利益率（％） 29.9 13.2 13.2 11.3 13.1 

株価収益率（倍） 57.9 32.8 17.4 22.9 18.5 

配当性向（％） 10.6 5.7 16.5 21.9 20.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
1,460,383 2,801,427 3,651,003 △3,164,785 2,398,942 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△844,115 △2,425,168 △2,913,867 △3,555,072 △1,414,490 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△154,755 3,208,702 △35,995 3,769,883 △108,270 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
1,765,641 5,333,892 6,011,160 3,050,456 3,931,783 

従業員数（名） 

（ほか、平均臨時従業員数） 
630（1,107） 773（1,352） 923（1,936） 1,093（2,500） 1,096（2,517） 



（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため、記載しておりません。 

４．第８期の１株当たり配当額は、普通配当5,000円と株式公開記念配当5,000円であります。 

５．第10期の１株当たり配当額は、普通配当500円と創立10周年記念配当500円及び東京証券取引所市場第二部上場

記念配当1,000円であります。 

６．第11期の１株当たり配当額は、普通配当1,000円と東京証券取引所市場第一部上場記念配当500円であります。

７．平成14年１月21日付をもって、株式１株を10株に分割しております。なお、第９期の１株当たり当期純利益は

株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

８．平成17年１月20日付をもって、株式１株を２株に分割しております。なお、第12期の１株当たり当期純利益は

株式分割が期首に行われたものとして計算しております。  

９．平均臨時従業員数は、１日８時間換算による平均人員であります。 

２【沿革】 

年月 事業内容の変遷 

平成５年12月 埼玉県戸田市に100円ショップのフランチャイズ店への卸売業、及び直営店の小売業を事業とした

会社組織 株式会社キャンドゥ（資本金1,000万円）設立 

平成６年１月 フランチャイズシステム確立 

平成９年７月 埼玉県蕨市に蕨東口店オープン  

平成９年10月 本部基幹システムを構築 

全店舗受発注管理システム（店舗発注ＥＯＳ）を導入 

平成11年４月 日本ショッピングセンター協会加盟 

平成12年６月 事業拡大に対応する本社機能充実のため、本社業務を東京都板橋区に移転 

平成13年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成15年12月 東京証券取引所市場第二部上場 

  直営全店で店舗基盤システムを導入 

平成16年11月 東京証券取引所市場第一部上場 

 平成17年11月30日現在758店舗（直営店528店、ＦＣ店230店） 



３【事業の内容】 

 当社は、「100円ショップ」の小売業及び卸売業を主な内容として、事業活動を展開しております。 

なお、当社には関係会社はありません。 

・ 小売業は、商品（消費財）を消費者に直営店舗にて販売する事業であります。 

・ 卸売業は、商品（消費財）をフランチャイジーに卸販売する事業であります。フランチャイジーはＦＣ店舗

にて消費者に販売をしております。 

 取扱商品は日用雑貨及び加工食品の２つに分類され、日用雑貨でのカテゴリー（商品群）は用途別にカテゴリーを

分類し、加工食品は形態別にカテゴリーを分類しております。 

 当社の商品区分は以下のとおりであります。 

（注）バレンタイン・クリスマス・入学式等の短期的な季節商材であります。 

 当社の事業内容を図示すれば、以下のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

区分 主な取扱品 

日用雑貨 

キッチン用品、食器、洗濯用品、浴用品、衛生用品、芳香用品、ホーム用品、インテリア用

品、時計・眼鏡、履物、傘、洗剤、化粧品、アクセサリー小物、文具用品、玩具・キャラク

ター商品、園芸用品、清掃用具、収納用品、衣料品、手芸用品、健康用品、シーズン品(注) 

加工食品 

洋風調味料、和風調味料、インスタント食品、瓶・缶詰、水物・練製品、水産乾物、農産乾

物、ホームメイド、飲料、飲料嗜好品、米類、麺類、パン類、スナック、米菓、クッキー・

ビスケット、飴・キャンディー、チョコレート、ガム、ゼリー、玩菓、豆菓子、珍味、ペッ

トフード、日配品、冷凍品、健康食品、シーズン品(注) 



５【従業員の状況】 

(1）事業部門別従業員数 

 当社では、連結財務諸表を作成していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．臨時従業員数は、１日８時間換算による平均人員であります。 

(2）平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当期中において、新規出店に伴う営業規模の拡大により、従業員が３名増加しました。 

４．臨時従業員数は、１日８時間換算による平均人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年11月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

内部監査室  1    （－） 

営業部  1,013 (2,516） 

商品部   38    （－） 

管理部   44    （ 1） 

合計  1,096 (2,517） 

  平成17年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

  1,096 （2,517）  26.5 2.6 3,059 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当事業年度におけるわが国経済は、前半では景気の踊り場的局面を迎えたものの、夏場以降は輸出の持ち直しに

加え設備投資や個人消費といった内需にも一部で強い動きが現れ、緩やかではあるものの回復基調で推移しまし

た。個人消費は低迷から脱する動きが見られましたが、小売業界においては、百貨店売上高が堅調に推移する一

方、スーパー売上高の前年実績割れが続くなど跛行性も見られ、競争環境は厳しさを増しております。 

 こうした中、当社は上半期においては店長育成や店内プロモーション強化等の施策による既存店の収益力強化に

注力するとともに、不振店舗のスクラップを積極的に進めました。新規出店については、量より質を重視する方針

の下、収益性の観点から厳しく選別した首都圏中心の店舗開発を行いました。下半期は、シーズン商品の展開が温

度変化に対応できなかったこと等から既存店売上高は苦戦しましたが、新規出店数は計画未達ながら選別基準を維

持しつつ路面店を含め増勢に転じました。また、バイヤーが海外生産地へ駐在して取り組んだ売上総利益率の改善

や経費削減、不振店舗スクラップも計画に沿って進展したことで、翌期以降の成長へ向けた足掛りを形成すること

ができました。 

 以上の結果、当事業年度の売上高は658億52百万円（前年同期比5.9%増）、営業利益は売上総利益率の向上と経費

抑制の相乗効果で27億61百万円（同35.7%増）、営業利益率は4.2%と前事業年度比0.9ポイント改善いたしました。 

営業外損益では直接輸入に関連したデリバティブの差益等が計上され、経常利益は29億55百万円（同43.8%増）とな

りました。また、特別損益では不振店舗スクラップに伴う特別損失等が発生しております。当期純利益は11億45百

万円（同29.1%増）となりました。 

 なお、売上高の構成は、直営店売上高566億22百万円（同7.6％増）、構成比率86.0％（同1.4ポイント増）、ＦＣ

店売上高90億80百万円（同3.3％減）、構成比率13.8％（同1.3ポイント減）、その他売上高1億49百万円（同16.3％

減）、構成比率0.2％（同0.1ポイント減）となっております。また、当事業年度の年間出店は90店舗（直営店70店

舗、ＦＣ店20店舗）、当事業年度末現在の店舗数は前事業年度末比25店舗増加して758店舗（直営店528店舗、ＦＣ

店230店舗）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により23億98百万円増加、投資活

動により14億14百万円減少、財務活動により１億08百万円減少し、期末残高39億31百万円と前事業年度末に比べて

８億81百万円増加となりました。       

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は23億98百万円（前年同期比55億63百万円増）となりました。 

 加算項目は、税引前当期純利益24億82百万円（前年同期比５億30百万円増）、減価償却費９億95百万円（同６百

万円増）、固定資産除却損３億02百万円等であり、減算項目の法人税等の支払額が11億12百万円（同１億57百万円

減）の他、棚卸資産の増加１億75百万円、仕入債務の減少１億73百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は14億14百万円（同21億40百万円減）と、前事業年度に比べ新規出店が少なかった

たため支出が圧縮されました。 

 内訳は、新規出店等による有形固定資産の取得10億88百万円（同15億22百万円減）、敷金保証金の差入による支

出６億27百万円（同２億56百万円減）等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により支出した資金は１億08百万円。 

 内訳は、株式の発行による収入82百万円及び配当金の支払額１億91百万円であります。 



２【生産、仕入及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当事業年度の仕入実績を商品区分別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 また、当事業年度の仕入実績を仕入先別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を商品区分別、事業の種類別及び地域別に示すと、次のとおりであります。 

ａ．商品区分別売上高 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

商品区分 
第12期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

前期比（％） 

日用雑貨（千円） 27,016,469 100.8 

加工食品（千円） 15,967,443 108.8 

合計（千円） 42,983,912 103.6 

仕入先別 
第12期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

前期比（％） 

㈱百瀬（千円） 3,820,138 101.4 

旭食品㈱（千円） 3,467,083 108.3 

その他97社（千円） 35,696,690 103.4 

合計（千円） 42,983,912 103.6 

商品区分 金額（千円） 前期比（％） 

日用雑貨売上 45,370,473 104.3 

加工食品売上 20,332,078 109.8 

その他 149,609 83.7 

合計 65,852,161 105.9 



ｂ．地域別売上状況 

（注）１．上記売上金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．フランチャイズ店売上高は、フランチャイズ店への商品供給による卸売上高であります。 

３．その他売上高は、フランチャイズ店への消耗品売上高等であります。 

  

c．単位当たりの売上状況 

（注）１．売上高は、直営店における売上高であり、フランチャイズに対する商品供給等は含んでおりません。 

２．売場面積（平均）は、直営店の稼動月数を基礎として算出しております。 

３．従業員数（平均）は、直営店舗所属の人数であります。なお、臨時従業員数は期中加重平均（１人１日８時間

換算）で算出し、加算しております。 

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域 売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％） 期末店舗数（店） 

北海道 5,478,113 8.3 104.2 50 

東北 3,618,655 5.5 98.7 45 

関東 32,245,884 49.0 105.5 277 

中部 5,876,933 8.9 114.6 65 

近畿 4,847,110 7.4 113.4 53 

中国 1,054,260 1.6 126.1 11 

九州・沖縄 3,501,397 5.3 121.1 27 

フランチャイズ店 9,080,196 13.8 96.7 230 

その他 149,609 0.2 83.7 － 

合計 65,852,161 100.0 105.9 758 

項目 
第12期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

前期比（％） 

売上高（千円） 56,622,355 107.6 

１㎡当たり売上高 
売場面積（平均）（㎡） 183,345.35 112.9 

１㎡当たり期間売上高（千円） 308 95.1 

１人当たり売上高 
従業員数（平均）（人） 3,413 102.5 

１人当たり期間売上高（千円） 16,590 105.0 



３【対処すべき課題】 

 100円ショップは日用必需品のサプライヤーとして消費者の日常に浸透してまいりましたが、業界としてはまだ成

長途上にあります。業態特性から景気の動向に大きく左右されることはありませんが、消費者ニーズに適合した満足

いただける商品を継続して提供するという競争に勝ち残り、市場シェアの維持・拡大、収益力の強化を通じて企業価

値を高めていくことが求められています。そのため、当社では以下の項目を重要課題として継続的に取り組んでまい

ります。また、内部統制システムの整備に努め、コンプライアンスの確保を徹底いたします。 

(1) 商品力強化と売上総利益率の改善 

 商品力については、バイヤーチームを増強し、より価値の高い、魅力的な商品を企画し、タイムリーに供給できる

体制の構築を目指します。また、調達コストの削減にも継続して取り組んでまいります。 

(2) 効率的な出店 

出店については、首都圏及び大都市圏の100坪タイプを中心に、収益性を見極めた上で積極的な店舗展開を進めま

す。また、既存店のリフレッシュに取り組み活性化を図るとともに、不振店舗は早期に見極め適時にスクラップを実

施します。 

(3) 人財の育成と店舗運営の効率化 

 店長に対する適切な教育・指導・評価・処遇の実施を基礎として、発注・陳列・接客・店舗クリーンといった基本

項目の徹底を図り、販売力の強化に繋げてまいります。また、より効率的な店舗運営を目指し、情報システムの改善

を推進します。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1）大規模小売店舗立地法 

 当社の店舗は、大別して駅前や商店街を中心とした路面店と総合スーパー、ショッピングセンター等に出店するイ

ンショップ店の２つの形態があり、平成17年11月30日現在、店舗数は直営店・ＦＣ店合わせて758店舗であります。 

 店舗面積1,000㎡を超える出店等を規制する「大規模小売店舗立地法」について、当社店舗が直接または間接的に

規制の対象となる場合があり、通常は賃貸人において同法に基づく申請を行っておりますが、同法の規制により出店

計画及び当社業績へ影響が及ぶ可能性があります。 

(2）出退店政策 

 当社の出店形態の構成は、直営店ではインショップ店の比重が高く、ＦＣ店では法人フランチャイジーによる特定

地域での多店舗展開の比重が高くなっております。従って、インショップ店の出店先である大手量販店や法人フラン

チャイジーの店舗政策や経営環境の悪化により、当社の出店計画及び業績が影響を受ける可能性があります。 

 また、経営効率を高めるため当社都合により既存店の退店をする場合は、退店に伴う費用及び損失が業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

(3）債権管理 

 当社は直営店の出店にあたっては貸主に敷金保証金を差し入れており、インショップ店舗では売上金を母店に預け

入れております。また、フランチャイジーに対しては売掛債権が発生し、ＦＣ店売上金を当社口座へ毎日入金してい

ただく、発注預託金を預かる等の方法で保全を図っております。これら債権に対しては会計基準に則して貸倒引当金

を計上しておりますが、相手先の経営破綻等により当社債権が回収不能となり、業績に影響を与える可能性がありま

す。 

(4）在庫リスク 

 当社は店舗における商品在庫の他、ＰＢ（プライベートブランド）商品の一部については倉庫在庫を保有しており

ます。販売予測と実際の乖離が生じ滞留在庫が多量に発生した場合には、業績に影響を与える可能性があります。 



(5）為替相場及び商品市況の変動  

 当社は、日用雑貨の大部分と加工食品の全てを国内ベンダーから調達しており、外貨建仕入の割合は僅少であるた

め、為替変動が及ぼす直接的な影響は限定的であります。ただし、日用雑貨の国内ベンダーは多くの商品を海外で生

産・調達しており、為替変動は国内ベンダーのコスト構造への影響を通じて、間接的に当社の業績に影響を与える可

能性があります。また、原油をはじめとして当社取扱商品の原材料となる素材の商品市況が高騰した場合、同様に当

社の業績が影響を受ける可能性があります。 

    (6) 固定資産の減損 

    当社は平成18年11月期より「固定資産の減損に係る会計基準」が適用されますので、固定資産の一部が減損処理対

  象となり、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 

(7）短時間労働者への厚生年金適用拡大 

 年金制度改革に伴う短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大が実施された場合、当社の社会保険料負担増加が増

加し業績に影響を受ける可能性があります。 

(8）ストックオプション 

 当社は、取締役及び従業員の業績目標達成意欲や士気を高め、定着率向上を図る目的でストックオプション制度を

採用しており（概要は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (7）ストックオプション制度の内容」に記

載。)、その権利行使によって当社株式価値の希薄化が生じる可能性があります。また、今後も同様の目的でストッ

クオプションを付与し、さらなる株式価値の希薄化を招く可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、直営店以外にＦＣ方式により加盟店を展開しております。ＦＣ加盟基本契約の要旨は次のとおりであり

ます。 

(1）当社と加盟者の間で締結する契約 

①契約の名称 

「１００yen ＳＨＯＰ Ｃan☆Ｄo」フランチャイズ加盟契約書 

②契約の本旨 

「１００yen ＳＨＯＰ Ｃan☆Ｄo」フランチャイズチェーン本部である株式会社キャンドゥと加盟者が、相互

の信頼関係の保持と相互の利益享受、ならびに生活文化を通じて社会に貢献することを目的とする。 

(2）加盟に際し徴収する保証金及び取引条件に関する事項 

①保証金（フランチャイズ契約を維持、継続していくための預託金） 

50万円。ただし、既存加盟店の第２号店以降の新規出店については保証金は発生しない。 

②預託金（発注預託金契約の場合のみ） 

③加盟店は、前営業日の売上金全額を翌日午後12時までに、当社が指定する銀行口座に入金するものとする。 

④当社は、加盟店の売上金を毎月末日で締め切り、翌月10日に売上金総額より同期間の商品代金及び諸立替金等

を差し引いた金額を、加盟店の指定銀行口座に振り込むものとする。 

(3）経営指導に関する事項 

①加盟店が契約期間中継続して「１００yen ＳＨＯＰ Ｃan☆Ｄo」の事業を運営するために必要な知識ならびに

技術を習得できるよう指導する。 

②加盟店に対して、文書またはその他の手段によって販売方法、商品管理の方法、サービス技術等の情報を通知

し、指導する。 

③スーパーバイザーによる店舗巡回指導を毎月１回行うとともに、加盟店の要請により、経営指導の目的として

スーパーバイザーを随時派遣をすることができる。 

(4）店舗運営に関する事項 

①加盟店は、消費者に提供する商品の品質を維持し「１００yen ＳＨＯＰ Ｃan☆Ｄo」フランチャイズチェーン

全体の名声と信用を向上させるため、営業方法等については当社の定めるマニュアルを遵守しなければならな

い。 

②店舗で使用する店舗設備、什器備品、消耗品及び宣伝販売する商品等について、仕様、規格、または標準を定

めるものとし、加盟店はそれらを遵守しなければならない。 

③店舗で販売する商品は、すべて当社から購入するものとし、委託または買い取りの如何を問わず、当社以外か

ら調達してはならない。 

(5）契約の期間、契約の更新及び契約終了後の制限に関する事項 

①契約の期間 

本契約の期間は、本契約締結日より満10年間とする。 

②契約の更新 

本契約期間満了180日前までに、当事者から何らの申し出もないときには、本契約は自動的に更新されるもの

とし、契約更新後の契約期間は、更新日から起算して満５年とする。 

③契約終了後の制限 

本契約終了後３年間は、直接、間接を問わず「１００yen ＳＨＯＰ Ｃan☆Ｄo」に類似する事業に従事しては

ならない。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づいて作成されております。この財

務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1)財務諸表 重要な

会計方針」に記載のとおりであります。財務諸表の作成においては、過去の実績やその時点で合理的と考えられる情

報に基づき、会計上の見積りを行っておりますが、見積りには不確実性が伴い、実際の結果は異なる場合がありま

す。 

(2）財政状態の分析 

 当事業年度末の総資産は234億67百万円と前事業年度末に比べて13億89百万円増加いたしました。増加の主たる要

因は現金預金の増加8億79百万円であり、その内容は「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロ

ー」に記載のとおりであります。そのほか直営店舗の増加に伴い、商品が1億75百万円増加、敷金保証金が3億00百万

円増加しております。 

 負債の部は3億33百万円増加いたしました。仕入債務（支払手形及び買掛金）が1億73百万円減少、未払金が2億12

百万円増加、未払法人税等が3億69百万円増加しております。 

 資本の部は10億56百万円増加いたしました。当期純利益の計上により利益剰余金が9億37百万円増加したほか、新

株予約権の権利行使払込により資本金及び資本剰余金が併せて1億12百万円増加しております。株主資本比率は前事

業年度末比2.3ポイント高い39.4%となりました。 

(3）経営成績の分析 

① 売上高 

 売上高は前事業年度比36億63百万円増加して658億52百万円となりました。新規出店は収益性により厳しく選別し

た結果90店舗（前事業年度比61店舗減）にとどまり、一方退店は不振店舗を積極的にスクラップする方針により65店

舗（前事業年度比29店舗増）となりました。この結果、店舗数純増は25店舗（前事業年度比90店舗減）にとどまって

おります。既存店売上高は、上半期は前年売上高を上回る水準で順調に推移したものの、下半期は温度変化への対応

が遅れたこと等から苦戦し、通期では前年売上高をやや下回りました。以上により、当期においては過年度に比べ増

収幅が縮小いたしました。 

 

② 営業利益 

 売上総利益は前事業年度比14億73百万円増加して230億45百万円となりました。バイヤーが海外生産地へ駐在して

取り組んだ仕入単価適正化の成果と、直営店の増加により小売売上高の構成比が高まったことから、売上総利益率は

前事業年度比0.3ポイント改善し35.0％となっております。 

 販売費及び一般管理費は前事業年度比7億46百万円増加して202億83百万円となりました。新規出店数が少なかった

ことから、出店に伴う各種経費が抑制されたほか、全社的に経費コントロールが向上し、売上高に対する割合は前事

業年度比0.6ポイント低下し30.8％となっております。 

 以上のとおり、売上総利益率改善と販管費率低下の相乗効果により、営業利益率は前事業年度比0.9ポイント向上

して4.2％、営業利益は前事業年度比7億26百万円増加して27億61百万円となりました。 

 

③ 経常利益 

 営業外損益は直輸入仕入取引に伴う為替変動リスクをヘッジする目的の通貨スワップの時価評価差益96百万円が計

上されたこと等から差引1億94百万円の純益計上となり、経常利益は前事業年度比9億01百万円増加して29億55百万円

となりました。 

 

④ 当期純利益 

 特別損失は不振店舗のスクラップを推進したことから退店に伴う固定資産除却損が5億59百万円と大幅に増加した

ものの、当期純利益は前事業年度比2億58百万円増加して11億45百万円となりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照ください。      



(5）戦略的現状と見通し 

 当社は、お客様の満足度を高め、収益力を強化し、企業価値を高めるために、商品力、店舗運営、店舗開発という

基本戦略に磨きをかけていくことに注力しております。商品力についてはより価値の高い魅力的な商品を企画するこ

と、店舗運営については「売る」ための教育の強化、を優先課題として取り組みます。店舗開発については大都市圏

を中心にオーバーペースとならない出店を計画しております。 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 キャッシュ・フローの状況については「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおりであります。当社

は基本的には回転差資金と償却前利益から生まれる営業キャッシュ・フローを直営店の新規出店投資に投下するとい

う資金構造になっております。前事業年度まで、営業キャッシュ・フローを超過する水準の新規出店投資が続いてお

りましたが、当事業年度は営業キャッシュ・フローが向上する一方、新規出店が少なかったこと及び退店した店舗の

設備が有効利用できたことから、投資活動による支出は営業キャッシュ・フローの範囲内となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資額は1,707,258千円（差入保証金554,164千円、ソフトウェア8,118千円含む）であり、その

主なものは衣笠店、東野幌店、池上店等の新規開店80店舗（次事業年度の新規開店を含む）及び既存店の増床・リフ

レッシュ等によるものであります。 

 なお、営業に重要な影響を及ぼすような設備の除却・売却等はありません。 

また、「第３ 設備の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社は、100円ショップを直営にて528店舗運営しております。また、フランチャイズ形式による加盟店には商品の

卸売りと経営指導を行っており、230店舗が営業しております。 

 平成17年11月30日現在における各事業所の設備の状況、投下資本並びに従業員の配置状況は次の通りであります。

事業所名 
設備の 
内容 

投下資本（千円） 
賃借面積 
（㎡） 

売場面積 
（㎡） 

従業員数 
（名） 
［臨時］ 建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

敷金保証金 合計 

本部合計 

175,062 

[45,124]

79,959 260,672 

[69,459]

(813.22)

46,235 561,930 

[114,584] 1,108.56 － 
236 

[3.1]

北海道合計 販売設備 259,425 198,807 － 365,765 823,998 26,060.18 21,822.57 
72 

[272.3]

青森県合計 販売設備 20,036 8,445 － 24,815 53,297 972.39 787.76 
2 

[11.5]

岩手県合計 販売設備 25,918 23,855 － 21,418 71,192 2,970.44 2,560.22 
9 

[23.9]

宮城県合計 販売設備 49,385 32,403 － 38,937 120,727 5,093.57 4,228.59 
12 

[45.8]

秋田県合計 販売設備 51,799 31,935 － 36,728 120,463 4,634.16 3,850.12 
9 

[42.0]

山形県合計 販売設備 31,306 25,267 － 31,184 87,758 4,852.23 3,914.54 
8 

[35.9]

福島県合計 販売設備 22,698 16,752 － 46,000 85,451 3,678.61 3,010.11 
11 

[34.0]

茨城県合計 販売設備 29,483 14,346 － 53,502 97,332 4,962.56 4,269.57 
20 

[40.7]

栃木県合計 販売設備 35,551 20,527 － 43,920 99,999 3,050.02 2,727.26 
10 

[19.8]

群馬県合計 販売設備 49,676 22,663 － 74,858 147,198 5,997.25 5,106.07 
11 

[37.4]

埼玉県合計 販売設備 361,106 201,849 － 534,897 1,097,854 31,341.75 25,428.71 
116 

[291.5]

千葉県合計 販売設備 198,892 97,765 － 247,158 543,816 15,836.93 13,218.32 
88 

[143.3]

東京都合計 販売設備 567,229 239,158 － 782,783 1,589,171 28,232.19 22,921.82 
197 

[395.6]

神奈川県合計 販売設備 439,399 194,813 － 406,646 1,040,859 26,781.65 22,525.01 
116 

[378.3]

新潟県合計 販売設備 57,849 22,538 － 50,312 130,699 4,251.67 3,728.24 
9 

[34.6]

富山県合計 販売設備 54,284 35,294 － 37,005 126,585 5,068.92 4,545.27 
5 

[34.0]

 



事業所名 
設備の 
内容 

投下資本（千円） 
賃借面積 
（㎡） 

売場面積 
（㎡） 

従業員数 
（名） 
［臨時］ 建物 器具備品 

土地 
（面積㎡）

敷金保証金 合計 

石川県合計 販売設備 16,913 13,556 － 14,000 44,470 1,713.09 1,465.51 
2 

[16.5]

福井県合計 販売設備 6,550 3,747 － 5,000 15,298 402.97 334.21 
1 

[6.4]

山梨県合計 販売設備 14,770 6,647 － 8,552 29,970 870.12 683.78 
2 

[8.8]

長野県合計 販売設備 65,628 33,561 － 83,370 182,559 5,248.73 4,359.34 
13 

[54.0]

静岡県合計 販売設備 46,681 26,620 － 64,221 137,523 2,935.94 2,427.69 
8 

[30.9]

愛知県合計 販売設備 123,468 58,456 － 107,069 288,993 7,608.95 6,323.83 
21 

[83.9]

三重県合計 販売設備 53,942 31,028 － 63,158 148,129 2,844.81 2,296.52 
5 

[23.0]

滋賀県合計 販売設備 48,079 26,671 － 40,450 115,200 2,663.35 2,105.39 
7 

[23.9]

京都府合計 販売設備 7,660 2,855 － 10,900 21,416 637.16 544.95 
2 

[11.5]

大阪府合計 販売設備 201,112 110,708 － 188,246 500,067 11,811.61 9,755.31 
31 

[87.7]

兵庫県合計 販売設備 141,456 83,810 － 143,870 369,136 9,284.46 7,639.63 
14 

[89.3]

奈良県合計 販売設備 34,913 17,355 － 35,000 87,268 1,878.55 1,538.30 
5 

[15.4]

和歌山県合計 販売設備 9,254 11,147 － 5,000 25,401 1,166.94 891.07 
1 

[1.7]

鳥取県合計 販売設備 5,892 3,406 － 4,715 14,013 330.58 263.20 
1 

[5.9]

島根県合計 販売設備 11,375 6,000 － 11,410 28,786 598.76 488.58 
1 

[6.9]

岡山県合計 販売設備 24,731 15,031 － 17,090 56,852 2,205.93 1,733.93 
3 

[15.9]

広島県合計 販売設備 22,551 14,088 － 24,800 61,440 1,450.54 1,196.74 
4 

[18.5]

山口県合計 販売設備 2,905 2,752 － 5,000 10,658 856.17 685.68 
3 

[7.4]

香川県合計 販売設備 － － － 4,000 4,000 － － 
－ 

－

福岡県合計 販売設備 156,492 99,875 － 145,810 402,177 13,217.54 10,480.56 
30 

[82.9]

佐賀県合計 販売設備 5,131 4,412 － 5,000 14,544 645.10 491.90 
－ 

[3.2]

長崎県合計 販売設備 28,871 14,460 － 53,050 96,381 3,567.38 2,407.20 
7 

[56.8]

熊本県合計 販売設備 31,755 7,692 － 10,080 49,528 942.47 796.02 
2 

[10.3]

宮崎県合計 販売設備 4,644 3,478 － 5,000 13,122 647.65 505.80 
－ 

[5.5]

 



（注）１．投下資本は有形固定資産及び投資等の期末帳簿価額であります。 

２．上記投下資本中の[ ]内は、賃貸中のもので内書で示しております。 

また、賃貸中の設備につきましては、貸借対照表上、投資その他の資産の「投資不動産」に計上しておりま

す。 

３．従業員数のうち、臨時従業員数[ ]内は、１日８時間換算による平均人員であります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
設備の 
内容 

投下資本（千円） 
賃借面積 
（㎡） 

売場面積 
（㎡） 

従業員数 
（名） 
［臨時］ 建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

敷金保証金 合計 

沖縄県合計 販売設備 7,050 2,758 － 7,500 17,309 663.64 559.37 
2 

[7.0]

直営店合計 3,325,878 1,786,548 － 3,858,229 8,970,656 247,976.96 204,618.69 
860 

[2,513.9]

フランチャイズ店合計 42,926 29,713 － 117,890 190,530 － － 
－ 

－

計 

3,543,867 

[45,124]

1,896,221 260,672 

[69,459]

(813.22) 

4,022,355 9,723,117 

[114,584] 249,085.52 204,618.69 
1,096 

[2,517.0]

名称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

店舗什器 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
83店舗分 ４～５ 196,844 118,940 

ＯＡ機器等 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ４～５ 8,116 5,982 



３【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の新設 

 （注） 資金調達方法の「社債発行資金」は、平成16年２月23日に発行した円貨建転換社債型新株予約権付社債により 

     調達した資金であります。 

 （2）重要な改修 

 （注） 資金調達方法の「社債発行資金」は、平成16年２月23日に発行した円貨建転換社債型新株予約権付社債により 

     調達した資金であります。 

事業所名 所在地 
売場面積 
（㎡） 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了予定 

 北野田店  大阪府堺市 778.01  販売設備 31,500 5,000 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 二日市店  福岡県筑紫野市 469.09  販売設備 23,900 5,000 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 長吉店 
 大阪府 

 大阪市平野区 
105.78  販売設備 7,800 2,000 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 池田駅前店  大阪府池田市 208.26  販売設備 18,500 3,000 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 せんげん台駅前店  埼玉県越谷市 272.72  販売設備 41,000 3,000 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 塚口店  兵庫県尼崎市 603.96  販売設備 26,000 － 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 白金台店  東京都港区 114.71  販売設備 29,700 15,000 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 松戸店  千葉県松戸市 984.46  販売設備 40,000 － 社債発行資金  平成17.11  平成17.12 

 岩見沢店  北海道岩見沢市 301.48  販売設備 18,000 － 社債発行資金  平成17.12  平成17.12 

 中延店  東京都品川区 140.82   販売設備  24,950 9,350 社債発行資金  平成17.12  平成17.12 

 今市店  栃木県今市市 101.45  販売設備 8,200 － 社債発行資金  平成17.12  平成17.12 

 赤羽店  東京都北区 572.26  販売設備 34,000 － 社債発行資金  平成18.1  平成18.1 

 長崎店  長崎県長崎市 828.66  販売設備 43,000 － 社債発行資金  平成18.1  平成18.1 

 古川橋店  大阪府門真市 1,336.5  販売設備 39,000 － 社債発行資金  平成18.1  平成18.2 

 富雄店  奈良県奈良市 187.11  販売設備 11,700 － 社債発行資金  平成18.1  平成18.2 

 奈良南店  奈良県奈良市 663.1  販売設備 20,500 － 社債発行資金  平成18.1  平成18.2 

 春日店  東京都文京区 102.3  販売設備 18,500 － 社債発行資金  平成18.1  平成18.2 

 安行店  埼玉県川口市 299.67  販売設備 20,340 － 社債発行資金  平成18.2  平成18.2 

 船堀店  東京都江戸川区 382.8  販売設備 29,000 － 社債発行資金  平成18.2  平成18.2 

 勝田台店  千葉県八千代市  371.44  販売設備 19,500 － 社債発行資金  平成18.2  平成18.2 

 摂津富田店  大阪府高槻市  381.81  販売設備 23,000 － 社債発行資金  平成18.2  平成18.2 

平成18年11月までに

出店予定の69店舗 
       － －   販売設備  1,811,910 － 

自己資金およ

び社債発行資

金 

－  平成18.11 

合計 2,340,000 42,350   －  －  －  

事業所名 所在地 
売場面積 
（㎡） 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了予定 

既存店の増床・リフ

レッシュ32店舗 
    － －   販売設備   124,300 － 

自己資金およ

び社債発行資

金  

  －   平成18.11 

 合計 124,300 －   －    －    －   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成18年２月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行されたもの

は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

  平成14年２月27日定時株主総会決議 

 （注）平成16年９月６日開催の取締役会決議により、平成17年１月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。 

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使

により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額」をそれぞれ調整しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 420,000 

計 420,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年２月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 155,886 157,208.99 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 155,886 157,208.99 － － 

 
事業年度末現在 

（平成17年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） - - 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 148 148 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 155,500 155,500 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年３月１日 

至 平成19年２月28日 

自 平成16年３月１日 

至 平成19年２月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  155,500 

資本組入額  77,750 

発行価格  155,500 

資本組入額  77,750 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は当社または当

社の関係会社の役員、従業

員であることを要する。 

被付与者は当社または当

社の関係会社の役員、従業

員であることを要する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
相続及び譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。

相続及び譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。



商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成15年２月27日定時株主総会決議 

 （注）平成16年９月６日開催の取締役会決議により、平成17年１月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。 

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使

により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額」をそれぞれ調整しております。 

 商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

   平成16年２月３日取締役会決議 

（注）１．平成16年９月６日開催の取締役会決議により、平成17年１月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額」をそれぞれ調整しております。 

 ２．修正条項に基づき、平成17年３月22日より発行価格を150,000円から120,000円に修正しております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
事業年度末現在 

（平成17年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 3,724 3,651 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,724 3,651 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 109,109 109,109 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月１日 

至 平成20年２月末日 

自 平成17年３月１日 

至 平成20年２月末日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  109,109 

資本組入額  54,555 

発行価格  109,109 

資本組入額  54,555 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は当社または当

社の関係会社の役員、従業

員であることを要する。 

被付与者は当社または当

社の関係会社の役員、従業

員であることを要する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
相続及び譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。

相続及び譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。

 
事業年度末現在 

（平成17年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 3,970,000 3,820,000 

新株予約権の数（個） 3,970 3,820 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 33,083 31,833 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 120,000 120,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年３月８日 

至 平成20年５月16日 

自 平成16年３月８日 

至 平成20年５月16日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  120,000 

資本組入額  60,000 

発行価格  120,000 

資本組入額  60,000 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限

の利益を喪失した場合に

は、本新株予約権の行使請

求期間は、期限の利益の喪

失時までとする。また、各

本新株予約権の一部行使は

できないものとする。 

当社が本社債につき期限

の利益を喪失した場合に

は、本新株予約権の行使請

求期間は、期限の利益の喪

失時までとする。また、各

本新株予約権の一部行使は

できないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし。 該当なし。 



１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格1,500,000円、資本組入額552,500円、払込金総額1,410,000千円。 

２．平成13年11月８日の取締役会決議により、平成13年11月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株

主の所有株式数を、平成14年１月21日をもって１株を10株に分割しております。 

３．有償一般募集（証券会社の買取引受けによる募集） 

発行価格286,120円、資本組入額143,060円、払込金総額3,273,212千円。 

４．新株予約権の行使による増加であります。 

５．新株予約権の行使により発行済株式総数が3,716株増加しております。また、平成16年９月６日の取締役会決

議により、平成16年11月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、平成17年１

月20日をもって１株を２株に分割し、発行済株式総数が76,085株増加しております。 

６．平成17年12月１日から平成18年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,322.99

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ78,981千円増加しております。 

(4）【所有者別状況】 

（注）１．「金融機関」の欄には信託財産として城戸博司氏が委託した株式58,689株及び有限会社ケイコーポレーション

が委託した株式22,320株が含まれております。 

 ２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年６月27日 

（注）１ 
1,000 6,451 552,500 825,050 857,500 862,420 

平成14年１月21日 

（注）２ 
58,059 64,510 － 825,050 － 862,420 

平成14年４月３日 

（注）３ 
11,440 75,950 1,636,606 2,461,656 1,636,606 2,499,026 

平成14年12月１日～ 

平成15年11月30日

（注）４ 

45 75,995 990 2,462,646 990 2,500,016 

平成15年12月１日～ 

平成16年11月30日

（注）４ 

90 76,085 1,980 2,464,626 1,980 2,501,996 

平成16年12月１日～ 

平成17年11月30日

 （注）５ 

79,801 155,886 56,436 2,521,062 56,436 2,558,432 

  平成17年11月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 30 8 74 30 5 15,466 15,613 － 

所有株式数

（株） 
－ 94,624 879 1,705 15,742 7 42,929 155,886 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 60.70 0.57 1.09 10.10 0.00 27.54 100 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．※はすべて信託業務に係るものであります。なお、野村信託銀行株式会社（信託口）には包括信託契約により

受託した信託財産が含まれており、信託契約上議決権について城戸博司氏が58,689個、有限会社ケイコーポレ

ーションが22,320個の指図権を留保しております。 

   ２．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーから、平成17年８月12日付で提出された大量保

有報告書により同日現在で7,900株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点におけ

る所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、キャピタル・リサー

チ・アンド・マネージメント・カンパニーの大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

        大量保有者      キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー 

    住所            アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスアンジェルス、サウスホープ・ストリート333 

    保有株券等の数  株式  7,900株 

      株券等保有割合  5.13% 

      ３．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数第３位を切り捨てて表示しております。 

  平成17年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

野村信託銀行株式会社 

（信託口2052062） 
東京都千代田区大手町二丁目２番２号  ※ 58,689 37.64 

野村信託銀行株式会社 

（信託口2052063） 
東京都千代田区大手町二丁目２番２号  ※ 22,320 14.31 

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カン

パニー 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
    8,250 5.29 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  ※  3,739 2.39 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  ※  2,601 1.66 

城戸 恵子 埼玉県川口市戸塚4175番地７     2,600 1.66 

野村信託銀行株式会社 

（信託口2052064） 
東京都千代田区大手町二丁目２番２号  ※  2,600 1.66 

ザ バンク オブ ニューヨ

ーク ノントリーティー ジ

ャステック アカウント 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行） 

GLOBAL CUSTODY,32ND FLOOR ONE WALL STREET,NEW 

YORK NY 10286,U.S.A 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 カストデ

ィ業務部） 

    1,897 1.21 

キャンドゥ従業員持株会 東京都北区浮間三丁目３番２号     1,355 0.86 

ザ バンク オブ ニューヨ

ーク ジーシーエム クライ

アント イー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A 

2BB,UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 カストデ

ィ業務部） 

    1,085 0.69 

計 －   105,136 67.44 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成17年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 - - - 

議決権制限株式（自己株式等） - - - 

議決権制限株式（その他） - - - 

完全議決権株式（自己株式等） - - - 

完全議決権株式（その他） 普通株式 155,886 155,886 

権利内容に何ら限

定のない、当社にお

ける標準となる株式 

端株 - - - 

発行済株式総数 155,886 - - 

総株主の議決権 - 155,886 - 

  平成17年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － －  －  －  －  

計 － －  －  －  －  



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、新株引受権方式により、平成14年２月27日の定時株

主総会において決議されたもの並びに商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する

方法により、平成15年２月27日及び平成18年２月24日の定時総会において決議されたものであります。 

① 第３回 インセンティブプラン 

（注）１．当社が株式の分割または株式併合を行う場合、株式数は次の算式により調整されます。ただし、かかる調整は

その時点で対象者が新株引受権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われるものであります。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端株式は切り捨てる。） 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、発行価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げます。 

また、当社が他社との吸収合併または新設合併を行う場合、当社は必要と認める発行価額の調整を行います。

３．平成18年１月31日現在の新株の発行予定数は、退職による新株引受権の喪失により286株から148株に変更され

ております。なお、今後においても除外理由（退職等）に基づき、表中の付与対象者数及び発行予定株数が減

少することがあります。 

４．株式数及び発行価額は、平成17年１月20日付の株式分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。 

決議年月日 平成14年２月27日決議 

付与対象者の区分及び人数 従業員 36名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後発行価額＝調整前発行価額×
1 

 分割・併合の比率 



② 第４回 インセンティブプラン 

（注）１．当社が株式の分割または株式併合を行う場合、株式数は次の算式により調整されます。ただし、かかる調整は

その時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われるものであります。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端株式は切り捨てる。） 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げます。 

また、当社が他社との吸収合併または新設合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

３．平成18年１月31日現在の新株の発行予定数は、退職による新株予約権の喪失及び権利行使により4,600株から

3,651株に変更されております。なお、今後においても除外理由（退職等）に基づき、表中の付与対象者数及

び発行予定株数が減少することがあります。 

    ４．株式数及び発行価額は、平成17年１月20日付の株式分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。 

決議年月日 平成15年２月27日株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数 取締役 3名、従業員 55名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
1 

 分割・併合の比率 



 ③ 第６回 インセンティブプラン 

（注）１．新株予約権の行使に際し、１株当たり払込みをなすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月 

     の各日（終値のない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.01を 

          乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とします。ただし、当該金額が新株予約権発行の日の終値（終値 

          がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とします。 

      ２．当社が株式の分割または株式併合を行う場合、株式数は次の算式により調整されます。ただし、かかる調整 

     はその時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われるものであります。

          調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

          （調整後生じる１株未満の端株式は切り捨てる。） 

      ３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満 

     の端数は切り上げます。 

      また、当社が他社との吸収合併または新設合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

決議年月日 平成18年２月24日株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役及び従業員（個別の付与対象者の決定

については、新株予約権発行の取締役会決議によ

る） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）２． 

株式の数（株） 5,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）１．３． 

新株予約権の行使期間 平成20年３月１日から平成23年２月末日まで 

新株予約権の行使の条件 

 被付与者は当社または当社の関係会社の取締役、

監査役又は従業員であることを要す。その他の細目

については当社取締役会決議に基づき当社と個別の

対象者との間で締結される新株予約権付与に関する

契約により定めることとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡、質入、その他の処分及び相続

は認めない。 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
1 

 分割・併合の比率 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

 ①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

 ②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、将来の事業拡大と企業体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、業績

と連動した安定的な配当を継続していくことを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり1,500円の配当（うち中間配当500円）を実施すること

に決定しました。この結果、当期の配当性向は20.5％となりました。 

 内部留保資金につきましては、店舗開発及び情報化投資等に有効活用してまいりたいと考えております。 

 なお、第12期の中間配当についての取締役会決議は平成17年７月12日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成15年12月３日より東京証券取引所市場第二部、平成16年11月１日からは東京証券取引

所市場第一部におけるものであり、それ以前は日本証券業協会におけるものであります。 

２．当社株式は、平成13年６月27日付をもって日本証券業協会に店頭売買有価証券として新規登録いたしました。

従って、それ以前の株価については該当事項はありません。 

３．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 

最高（円） 
4,300,000 

□548,000 
974,000 290,000 

350,000 

    □138,000 
148,000 

最低（円） 
2,450,000 

□432,000 
236,000 143,000 

171,000 

    □126,000 
109,000 

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 114,000 123,000 133,000 129,000 144,000 148,000 

最低（円） 111,000 111,000 117,000 121,000 127,000 133,000 



５【役員の状況】 

（注）１．常勤監査役鶴田健児、監査役上拾石哲郎及び監査役徳永憲彦の３名は、株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。 

２．上記所有株式数のほかに、野村信託銀行株式会社（信託口2052062）には 代表取締役城戸博司が信託契約上議

決権の指図権を留保した信託財産株式58,689株が含まれております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 社長 城戸 博司 昭和24年６月27日生 

平成５年12月 当社設立 代表取締役

平成11年２月 当社代表取締役社長 

 （現任） 

300 

取締役 商品部長 小泉 桂輔 昭和31年６月４日生 

平成６年５月 当社入社 

平成11年４月 商品部課長 

平成14年２月 取締役商品部長（現任）

240 

取締役 営業部長 小杉山 則男 昭和30年４月23日生 

平成８年11月 当社入社 

平成12年３月 管理部長 

平成12年６月 取締役管理部長 

平成13年２月 取締役営業部長（現任）

241 

取締役 管理部長 武藤 真朗 昭和37年10月29日生 

平成７年８月 監査法人トーマツ入所 

平成10年４月 公認会計士登録 

平成12年９月 株式会社フォース・チャネル・

イニシアティブ入社 

平成13年６月 同社取締役 

平成14年10月 当社入社 管理部次長 

平成15年２月 取締役管理部長（現任） 

60 

常勤監査役  鈴木 高男 昭和23年５月21日生 

平成８年11月 当社入社 

平成11年４月 管理部長 

平成12年２月 常勤監査役 

平成13年２月 取締役管理部長 

平成14年２月 常勤監査役（現任）

400 

常勤監査役  鶴田 健児 昭和10年５月５日生 

平成10年６月 朝日火災海上保険株式会社

専務取締役 

平成15年10月 当社顧問 

平成16年２月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

監査役  上拾石 哲郎 昭和31年７月23日生 

平成４年４月 第一東京弁護士会登録

平成７年４月 上拾石法律事務所開設

（現任） 

平成13年２月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  徳永 憲彦 昭和11年３月17日生 

平成７年６月 東京海上アセットマネジメント

投信株式会社 

 代表取締役社長 

平成14年５月 株式会社日本イー・エム・シー

顧問（現任） 

平成15年２月 当社監査役（現任） 

－ 

    計 1,241 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、業績目標の達成を通じて企業価値を長期安定的に向上させていくことを経営の最重要課題と認識してお

り、そのために迅速で公正な経営意思決定を重視するとともに、監視・監督機能が十分発揮される適切なガバナン

スシステムの構築と運営に努めております。 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は、監査役制度を採用しております。 

 取締役会は毎月定例の他、必要に応じて随時開催しており、商法規定事項と経営上の重要事項について、監査役

を交えた審議の上、的確な意思決定を図っております。また、個別の経営戦略への対応については、取締役が随時

集まって議論を交わした上で意思決定し、取締役会に報告することで、迅速で効率的な経営と取締役間の相互監視

を行っております。経営環境の変化に適時に対応するとともに、取締役の経営責任を明確化するため、取締役の任

期は１年としております。 

 監査役会は４名中３名が社外監査役であり、それぞれ専門性を活かし、会計監査人及び内部監査室とも緊密に連

携して、監査方針及び監査計画に基づいて実効性のある監査を行っております。なお、社外監査役との利害関係は

ありません。会計監査については監査法人トーマツと監査契約を結んでおり、法定監査の他、会計上の課題につき

随時確認を行い、適正な処理を行っております。 

 コンプライアンスに関しては、役員のみならず、全社員に法令遵守の意識を徹底させるため、行動規範を制定し

その浸透を図っております。 

(3)役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の役員及び監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。 

（注）役員報酬には、利益処分による役員賞与が含まれております。  

（注）その他の報酬は、英文財務諸表の監査の報酬であります。 

   (4)会計監査の状況 

    当事業年度において業務を執行した公認会計士、補助者の状況は以下のとおりであります。 

  

    （業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名） 

     指定社員 業務執行社員 永田 高士 （監査法人トーマツ） 

     指定社員 業務執行社員 関  常芳 （監査法人トーマツ） 

     

    （監査業務に係る補助者の構成） 

     公認会計士 ２名 

     会計士補  ４名 

     その他   １名 

（役員報酬）   

 取締役に対する報酬 144,102 千円

 監査役に対する報酬 20,622 千円

     計 164,724 千円

（監査報酬）   

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 15,000 千円

その他の報酬  5,400 千円

     計 20,400 千円



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第11期事業年度（平成15年12月１日から平成16年11月30日ま

で）及び第12期事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月30日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツに

より監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

期別 

科目 

注記
番号 

前事業年度 
（平成16年11月30日） 

当事業年度 
（平成17年11月30日） 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金預金   3,068,207   3,947,840  

２．売掛金   394,018   433,666  

３．受取手形   －   20,478  

４．未収入金   2,357,633   2,414,942  

５．フランチャイズ未収入
金 

  58,099   16,949  

６．商品   5,857,881   6,033,625  

７．前渡金   1,245   15,589  

８．前払費用   198,352   244,040  

９．繰延税金資産   151,922   206,178  

10. 一年以内回収予定長期
貸付金 

  6,594   6,379  

11. デリバティブ債権   －   8,376  

12．その他   11,140   34,499  

13．貸倒引当金   △6,501   △4,953  

流動資産合計   12,098,593 54.8  13,377,613 57.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  4,037,867   4,353,606   

減価償却累計額  652,000 3,385,867  △854,863 3,498,742  

(2）器具備品  3,960,388   4,305,689   

減価償却累計額  1,811,393 2,148,994  △2,409,468 1,896,221  

(3）土地   191,213   191,213  

有形固定資産合計   5,726,074 25.9  5,586,177 23.8 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   157,411   115,108  

(2）電話加入権   20,945   21,492  

無形固定資産合計   178,357 0.8  136,601 0.6 

 



期別 

科目 

注記
番号 

前事業年度 
（平成16年11月30日） 

当事業年度 
（平成17年11月30日） 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   23,150   33,600  

(2）出資金   1,074   1,036  

(3）長期貸付金   10,089   4,752  

(4）破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  18,742   3,314  

(5）長期前払費用   112,146   123,147  

(6）繰延税金資産   63,897   64,673  

(7) 投資不動産  123,657   123,657   

減価償却累計額  7,316 116,340  △9,072 114,584  

(8）敷金保証金   3,721,802   4,022,355  

(9）その他   25,900   2,541  

(10)貸倒引当金   △18,363   △2,911  

投資その他の資産合計   4,074,780 18.5  4,367,094 18.6 

固定資産合計   9,979,212 45.2  10,089,872 43.0 

資産合計   22,077,806 100.0  23,467,486 100.0 

        

 



期別 

科目 

注記
番号 

前事業年度 
（平成16年11月30日） 

当事業年度 
（平成17年11月30日） 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形    901,779   702,265  

２．買掛金   6,431,326   6,457,704  

３．未払金   494,293   707,033  

４．フランチャイズ未払金   95,767   86,439  

５．未払費用   607,593   603,860  

６．未払法人税等   552,866   922,656  

７．未払消費税等   191,457   214,466  

８．預り金   16,636   18,059  

９．前受収益   3,665   3,433  

10．設備支払手形    64   6  

11．デリバティブ債務   93,275   5,103  

12．その他   57,009   56,978  

流動負債合計   9,445,735 42.8  9,778,007 41.7 

Ⅱ 固定負債        

１. 新株予約権付社債   4,000,000   3,970,000  

２．退職給付引当金   129,871   162,806  

３．預り保証金   309,450   307,700  

固定負債合計   4,439,321 20.1  4,440,506 18.9 

負債合計   13,885,056 62.9  14,218,513 60.6 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※1  2,464,626 11.2  2,521,062 10.8 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  2,501,996   2,558,432   

資本剰余金合計   2,501,996 11.3  2,558,432 10.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  6,875   6,875   

２．当期未処分利益  3,215,485   4,152,638   

利益剰余金合計   3,222,360 14.6  4,159,513 17.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  3,766 0.0  9,964 0.0 

資本合計   8,192,749 37.1  9,248,972 39.4 

負債・資本合計   22,077,806 100.0  23,467,486 100.0 

        



②【損益計算書】 

期別 

科目 

注記
番号 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．小売売上高  52,620,175   56,622,355   

２．フランチャイズ売上高  9,389,644   9,080,196   

３．その他売上高  178,733 62,188,553 100.0 149,609 65,852,161 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品棚卸高  5,022,110   5,857,881   

２．当期商品仕入高  41,479,085   42,983,912   

合計  46,501,195   48,841,793   

３．他勘定振替高  560,569   686,803   

４．期末商品棚卸高  5,857,881   6,033,625   

差引  40,082,744   42,121,365   

５．棚卸減耗費  416,426   455,845   

６．商品廃棄損  117,707     190,914     

７. 商品品質低下評価損  － 40,616,879 65.3 38,556 42,806,681 65.0 

売上総利益   21,571,673 34.7  23,045,479 35.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運賃  245,547   200,179   

２．役員報酬  139,424   147,024   

３．給与手当  2,838,495   3,087,031   

４．雑給  4,233,869   4,324,980   

５．賞与  413,153   428,474   

６. 退職給付費用  42,377   52,947   

７．法定福利費  575,933   593,370   

８．外注人件費  181,256   170,938   

９．地代家賃  5,672,210   6,143,464   

10．長期前払費用償却費  32,405   39,994   

11．減価償却費  987,553   994,173   

12．貸倒引当金繰入額  3,786   －   

13．旅費交通費  844,438   809,293   

14．通信費  258,570   224,590   

15．水道光熱費  738,082   807,543   

16．消耗品費  404,923   426,085   

17．出店費  309,770   157,881   

18．支払手数料  287,643   367,818   

 



期別 

科目 

注記
番号 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

19．その他  1,327,319 19,536,764 31.4 1,307,920 20,283,712 30.8 

営業利益   2,034,909 3.3  2,761,766 4.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  15,145   17,339   

２．事務手数料収入等  53,889   62,213   

３. 投資不動産賃貸料  16,380   16,380   

４．デリバティブ差益  5,478   96,548   

５．その他  15,080 105,972 0.1 24,769 217,250 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１. 社債発行費  21,521   －   

２．投資不動産減価償却費  1,755   1,755   

３．為替差損  27,961   4,176   

４．その他  34,675 85,915 0.1 17,099 23,031 0.0 

経常利益   2,054,966 3.3  2,955,985 4.5 

Ⅵ 特別利益        

１．営業補償金収入  19,953   115,603   

２．貸倒引当金戻入益  428 20,382 0.0 4,402 120,006 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※１ －   17,336   

２．固定資産除却損 ※２ 123,702   559,276   

３．前期損益修正損  －   3,686   

４．長期前払費用償却費  40   13,055   

５．貸倒損失  － 123,743 0.2 492 593,846 0.9 

税引前当期純利益   1,951,605 3.1  2,482,146 3.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,109,838   1,380,815   

過年度法人税住民税及
び事業税 

 －   14,619   

法人税等調整額  △45,617 1,064,220 1.7 △59,284 1,336,150 2.0 

当期純利益   887,385 1.4  1,145,995 1.8 

前期繰越利益   2,404,184   3,083,657  

中間配当額   76,085   77,015  

当期未処分利益   3,215,485   4,152,638  

        



③【キャッシュ・フロー計算書】 

期別 

科目 

注記 
番号 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益  1,951,605 2,482,146 

減価償却費  989,309 995,929 

長期前払費用償却費  32,405 39,994 

その他販売管理費  － 86,440 

貸倒引当金の減少額  △2,662 △16,999 

退職給付引当金の増加額  37,994 32,934 

受取利息及び受取配当金  △15,445 △17,839 

為替差益  － △7,835 

デリバティブ差益  △5,478 △96,548 

社債発行費  6,001 － 

為替差損  10,728 － 

固定資産売却損  － 17,336 

固定資産除却損  91,883 302,110 

前期損益修正損  － 3,686 

長期前払費用償却費（特
別損失） 

 40 13,055 

売上債権の減少額又は増
加額（△） 

 40,695 △60,126 

棚卸資産の増加額  △835,770 △175,744 

仕入債務の減少額  △3,855,045 △173,137 

未収入金の減少額又は増
加額（△） 

 152,677 △10,359 

貸付金（割賦売上債権）
への振替額 

 △19,873 △2,435 

未払金の増加額又は減少
額（△） 

 △386,731 160,749 

その他資産の純増加額  △106,931 △62,464 

その他負債の純増加額  23,452 3,715 

役員賞与の支払額  △18,550 △17,700 

小計  △1,909,693 3,496,908 

利息及び配当金の受取額  15,024 14,118 

法人税等の還付額  402 591 

法人税等の支払額  △1,270,518 △1,112,676 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △3,164,785 2,398,942 

 



期別 

科目 

注記 
番号 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △2,611,622 △1,088,895 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 17,500 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △103,895 △8,665 

貸付金（割賦売上債
権）の回収による収入 

 9,810 7,742 

長期前払費用の支出  △71,373 △54,899 

出資金の差入による支
出 

 △231 △20 

敷金保証金の差入によ
る支出 

 △884,736 △627,881 

敷金保証金の返還によ
る収入 

 110,164 332,404 

その他投資等の支出  △3,188 △1,672 

その他投資等の収入  － 9,896 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △3,555,072 △1,414,490 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

株式の発行による収入  3,960 82,872 

新株予約権付社債の発
行による収入 

 3,993,998 － 

配当金の支払額  △228,075 △191,142 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,769,883 △108,270 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △10,728 5,144 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額（△） 

 △2,960,703 881,326 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 6,011,160 3,050,456 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高  ※ 

3,050,456 3,931,783 

   



④【利益処分計算書】 

（注）平成16年８月27日に中間配当76,085千円（１株につき1,000円）、平成17年８月26日に中間配当77,015千円（１株 

   につき500円）を実施いたしました。 

期別 

科目 

注記
番号 

前事業年度 
株主総会承認日 
平成17年２月25日 

当事業年度 
株主総会承認日 
平成18年２月24日 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   3,215,485  4,152,638 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  114,127  155,886  

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
17,700 
(2,850) 131,827 

22,000 
(3,100) 177,886 

Ⅲ 次期繰越利益   3,083,657  3,974,752 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券：時価のあるもの 

 当事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券：時価のあるもの 

同左 

２. デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

本部在庫品：総平均法による原価法 

店舗在庫品：売価還元法による原価法 

商品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産（投資不動産を含む） 

 定率法による減価償却を実施してお 

ります。ただし、平成10年4月1日以降 

取得の建物（建物附属設備を除く）に 

ついては、定額法にて実施しておりま 

す。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりで 

  あります。 

  ・建物      14年～28年 

  ・建物附属設備  ３年～24年 

  ・器具備品    ３年～18年 

  ・内部造作    ３年～22年 

(1) 有形固定資産（投資不動産を含む） 

 定率法による減価償却を実施してお 

ります。ただし、平成10年4月1日以降 

取得の建物（建物附属設備を除く）に 

ついては、定額法にて実施しておりま 

す。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりで 

  あります。 

  ・建物      14年～28年 

  ・建物附属設備  ３年～24年 

  ・器具備品    ３年～20年 

  ・内部造作    ３年～22年 

 (2）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

(1) 新株発行費 

────── 

  (2) 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており 

 ます。 

(2) 社債発行費 

────── 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当 

事業年度末における退職給付債務の見 

込額に基づき、当事業年度末において 

発生していると認められる額を計上し 

ております。 

数理計算上の差異については、翌期 

において一括して費用処理することと 

しております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 ────── (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充たしている

場合には振当処理を採用しておりま

す。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

(3）ヘッジ方針 

 為替予約は、輸入仕入に係る為替変

動リスクをヘッジする目的で外貨建予

定取引の決済に必要な範囲内で行って

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の取引内容とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であり、か

つ、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て為替変動又はキャッシュフロー変動

を完全に相殺するものと想定すること

ができるため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

  

  ヘッジ手段… 為替予約 

  ヘッジ対象… 外貨建予定取引 

 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

   

    

前事業年度 
（平成16年11月30日） 

当事業年度 
（平成17年11月30日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 210,000株 

発行済株式総数 普通株式 76,085株 

授権株式数   普通株式 420,000株 

発行済株式総数 普通株式 155,886株 

２  当社においては、運転資金の効率的な調達を行う 

  ため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高 

  は次の通りであります。 

           ────── 

 （千円）

    当座貸越極度額 4,000,000

    借入実行残高 －

     差引額 4,000,000

２          同 左 

  

  

  

３ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は11,905千円で

あります。 

  

   

   

   

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

※１         ────── ※１ 固定資産売却損は、建物12,213千円、器具備品 

5,122千円であります。 

※２ 固定資産除却損は、建物86,213千円、器具備品 

3,214千円、原状復帰費用34,275千円であります。 

※２ 固定資産除却損は、建物290,716千円、器具備品 

11,393千円、原状復帰費用257,165千円であります。 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成16年11月30日現在） （平成17年11月30日現在） 

 （千円）

現金預金勘定 3,068,207

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △17,750

現金及び現金同等物 3,050,456

 （千円）

現金預金勘定 3,947,840

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △16,056

現金及び現金同等物 3,931,783

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 953,185 657,037 296,147 

合計 953,185 657,037 296,147 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 914,849 803,585 111,264 

合計 914,849 803,585 111,264 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 195,945千円 

１年超 123,054千円 

合計 319,000千円 

１年内 121,761千円 

１年超 352千円 

合計 122,113千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 213,341千円 

減価償却費相当額 191,114千円 

支払利息相当額 19,027千円 

支払リース料 204,244千円 

減価償却費相当額 182,969千円 

支払利息相当額 10,131千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 

前事業年度（平成16年11月30日） 当事業年度（平成17年11月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

(1) 株式 16,800 23,150 6,350 16,800 33,600 16,800 

(2) 債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 16,800 23,150 6,350 16,800 33,600 16,800 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

(1) 株式 － － － － － － 

(2) 債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 16,800 23,150 6,350 16,800 33,600 16,800 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

１．取引内容及び利用目的等 

 通貨スワップ取引を利用しております。 

 約定レートにより、継続的に米ドルを入手する目的

でクーポンスワップ契約を締結しております。 

 １．取引の内容 

 為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用しており

ます。  

２．取引に対する取組方針 

 商品輸入のための米ドル手当を目的とし、これらの

予算金額を超えない範囲で設定しております。 

 ２．取引に対する取組方針 

  将来予定又は想定される外貨建輸入仕入取引の決済

に必要な範囲内でデリバティブ取引を行う方針であり

ます。 

３．取引に係るリスクの内容 

 為替レートが約定レートより円高になったときは、

損失が発生するリスクを有しております。なお契約先

はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手

方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識し

ております。 

３．取引の利用目的 

  デリバティブ取引は外貨建輸入仕入取引に係る為替

変動リスクをヘッジする目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変

動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約 

 ヘッジ対象…外貨建予定取引 

 (3）ヘッジ方針 

 為替予約は、輸入仕入に係る為替変動リスクをヘッ

ジする目的で外貨建予定取引の決済に必要な範囲内で

行っております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の取引内容とヘッジ対象に関する重要な

条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も

継続して為替変動又はキャッシュフロー変動を完全に

相殺するものと想定することができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。 

４．取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引については、案件ごとに取締役会

で決定され、取引の実行及び管理は管理部が行ってお

り、経過につき取締役会で定期的に報告を行っており

ます。 

４．取引に係るリスクの内容 

 為替相場の変動により損失が発生するリスクを有し

ております。なお取引相手先はいずれも信用度の高い

金融機関であるため、信用リスクはほとんどないと認

識しております。 

５．その他 

 「取引の時価等に関する事項」における契約額又は

想定元本額は、あくまでもデリバティブ取引における

名目的な契約額又は想定元本額であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。 

 ５．取引に係るリスク管理体制 

 通貨スワップ取引については、取締役会で決定する

方針に基づいて契約されます。為替予約取引の実行及

び管理は実需の範囲内で管理部が行っております。デ

リバティブ取引の経過については取締役会で定期的に

報告されております。 

 ６．その他 

 「取引の時価等に関する事項」における契約額又は想

定元本額は、あくまでもデリバティブ取引における名目

的な契約額又は想定元本額であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ

ん。 



２．取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）１. 時価の算定方法は契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 

   ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区分 種類 

前事業年度（平成16年11月30日） 当事業年度（平成17年11月30日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
内１年超
（千円) 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
内１年超
（千円) 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取

引以外

の取引 

通貨スワップ取引         

米ドル 5,046,000 5,046,000 △93,275 △93,275 6,769,104 6,481,920 3,273 3,273 

合計 5,046,000 5,046,000 △93,275 △93,275 6,769,104 6,481,920 3,273 3,273 

 
前事業年度 

（平成16年11月30日） 
当事業年度 

（平成17年11月30日） 

(1)退職給付債務（千円） △141,734 △200,071 

(2)未認識数理計算上の差異（千円） 11,862 37,265 

(3)退職給付引当金（千円）(1)+(2) △129,871 △162,806 

 
前事業年度 

（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

退職給付費用（千円） 42,377 52,947 

(1)勤務費用（千円） 31,153 38,959 

(2)利息費用（千円） 1,523 2,126 

(3)数理計算上の差異の費用処理額（千円） 9,700 11,862 

 
前事業年度 

（平成16年11月30日） 
当事業年度 

（平成17年11月30日） 

(1)割引率（％） 1.5 1.5 

(2)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(3)数理計算上の差異の処理年数（年） 翌期において一括費用処理  翌期において一括費用処理  



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（持分法損益等） 

前事業年度 （自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度 （自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 
前事業年度 

（平成16年11月30日現在）

 
当事業年度 

（平成17年11月30日現在）

繰延税金資産（流動）          

未払事業税損金不算入額  38,762千円   70,805千円  

未払事業所税損金不算入額  18,489    20,026  

未払賞与損金不算入額  94,210    99,657  

貸倒引当金繰入限度超過額  460    ―  

商品品質低下評価損  ―    15,688  

繰延税金資産（流動）合計  151,922千円   206,178千円  

繰延税金資産（固定）          

退職給付引当金繰入限度超過額  53,786千円   75,330千円  

貸倒引当金繰入限度超過額  7,452    ―  

減価償却償却超過額  7,515    5,929  

 繰延税金資産（固定）合計  68,754千円   81,259千円  

繰延税金負債（固定）          

その他有価証券評価差額金  △2,583千円   △6,835千円  

退職給付引当金取崩超過額  △2,273    △9,750  

繰延税金負債（固定）合計  △4,857千円   △16,586千円  

繰延税金資産（固定）の純額  63,897千円   64,673千円  

繰延税金資産合計  215,819千円   270,852千円  

 
前事業年度 

（平成16年11月30日現在）

 
当事業年度 

（平成17年11月30日現在）

法定実効税率  42.0％   40.7％ 

（調整）          

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.3    1.0  

住民税均等割額  8.6    8.7  

留保金課税額  2.8    2.9  

過年度法人税等  ―    0.6  

その他  △0.2    △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   54.5％     53.8％  



【関連当事者との取引】 

前事業年度 （自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度 （自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

１株当たり純資産額 107,446円27銭

１株当たり当期純利益 11,434円69銭

１株当たり純資産額 59,190円52銭

１株当たり当期純利益 7,307円68銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
9,856円76銭

 当社は、平成17年１月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の１株当たりの情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
6,005円86銭

１株当たり純資産額 53,723円13銭

１株当たり当期純利益 5,717円34銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
4,928円38銭

 
前事業年度 

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 887,385 1,145,995 

普通株主に帰属しない金額（千円） 17,700 22,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (17,700) (22,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 869,685 1,123,995 

期中平均株式数（株） 76,056 153,810 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 12,175 33,339 

（うち新株予約権） (12,175) (33,339) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成14年2月27日臨時株主総会決

議ストックオプション  

       普通株式 106株 

平成14年2月27日臨時株主総会決

議新株引受権（ストックオプショ

ン ）     普通株式148株 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

平成16年９月６日開催の取締役会において、株式分

割による新株の発行を決議いたしました。その具体的

内容は以下の通りであります。 

１．平成17年１月20日付をもって、普通株式１株を２

株に分割する。 

(1)分割により増加する株式数 

76,085株 

(2)分割の方法 

平成16年11月30日最終の株主名簿および実質

株主名簿に記載または記録された株主の所有

普通株式１株につき２株の割合をもって分割

する。 

２．配当起算日 

平成16年12月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

 １株当たり純資産額 
49,514.52 円 

 １株当たり純資産額 
53,723.13 円 

１株当たり当期純利益 
6,054.21 円 

１株当たり当期純利益 
5,717.34 円 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

5,928.47 円 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

4,928.38 円 

        ────── 

  

  

  

  

  

  

──────  当事業年度終了後、平成17年12月１日から平成18年２月

28日までに、新株予約権付社債の権利行使による新株への

転換が行われました。その概要は次のとおりであります。

１．新株予約権付社債の減少額         191,000千円 

２．資本金の増加額                  95,499千円 

３．資本準備金の増加額               95,499千円 

４．増加した株式の種類及び株数  普通株式 1,591.65株 

５．新株の配当起算日           平成17年12月１日 

──────  平成18年２月24日開催の定時株主総会において、商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役

及び従業員に対して、ストックオプションとして新株予約

権の発行について決議されました。 

その内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況

(7)ストックオプション制度の内容」に記載のとおりであ

ります。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建  物   新規出店に伴う建物付属設備の取得（75店舗）         533,885千円 

       既存店のリフレッシュ等に伴う建物付属設備の取得（78店舗） 163,306千円 

器具備品   新規出店に伴う器具備品の取得（72店舗）           320,084千円 

       既存店のリフレッシュ等に伴う器具備品の取得（84店舗）     96,971千円 

   ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建  物   退店に伴う建物付属設備の除却                348,669千円 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

スルガ㈱ 10,000 33,600 

小計 10,000 33,600 

計 10,000 33,600 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 4,037,867 707,264 391,525 4,353,606 854,863 281,683 3,498,742 

器具備品 3,960,388 433,978 88,676 4,305,689 2,409,468 662,068 1,896,221 

土地 191,213 － － 191,213 － － 191,213 

有形固定資産計 8,189,468 1,141,242 480,201 8,850,509 3,264,332 943,751 5,586,177 

無形固定資産        

ソフトウェア 253,330 8,118 6,379 255,069 139,961 50,421 115,108 

電話加入権 20,945 547 － 21,492 － － 21,492 

無形固定資産計 274,276 8,665 6,379 276,562 139,961 50,421 136,601 

長期前払費用 159,853 65,650 31,977 193,526 70,378 39,994 123,147 



【社債明細表】 

（注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．新株予約権付社債に関する記載はつぎのとおりであります。 

なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権社債の全額の償還に代え

て、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の金額の払込があったものとします。また、新株予約権

が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。 

３．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

転換社債型 

新株予約権付社債 

平成年月日 

16.2.3 

4,000,000 

（－）

3,970,000 

（－） 
－ なし 

平成年月日 

20.5.30 

合計 －
4,000,000 

（－）

3,970,000 

（－） 
－ － －

銘柄 転換社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（千円） 無償 

株式の発行価格（円） 120,000 

発行価格の総額（千円） 4,000,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の

総額（千円） 
30,000 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 平成16年３月８日から平成20年５月16日 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内
（千円） 

－ － 3,970,000 － － 



【資本金等明細表】 

（注）１．当期増加額は、株式分割、新株予約権及び転換社債型新株予約権付社債の行使によるものであります。 

   ２．当期増加額は、新株予約権及び転換社債型新株予約権付社債の行使によるものであります。 

【引当金明細表】 

（注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、以下の内訳であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）  （注）２ 2,464,626 56,436 － 2,521,062 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式  （注）１ （株） (76,085) (79,801) (－)  (155,886) 

普通株式  （注）２ （千円） 2,464,626 56,436 － 2,521,062 

計 （株） (76,085) (79,801) (－)  (155,886) 

計 （千円） 2,464,626 56,436 － 2,521,062 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

 （注）２ 
（千円） 2,501,996 56,436 － 2,558,432 

計 （千円） 2,501,996 56,436 － 2,558,432 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 6,875 － － 6,875 

計 （千円） 6,875 － － 6,875 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 24,864 4,965 12,596 9,368 7,865 

①一般債権の貸倒実績率による洗替額  6,537千円

 ②破産更生債権等に係る引当金の戻入額  2,831千円

 計  9,368千円



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）上記(A)、(B)、(C)、(D)の金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 151,665 

預金の種類  

当座預金 35 

普通預金 2,159,132 

定期預金 1,510,404 

定期積立預金 6,000 

外貨建普通預金（ 524千米ドル） 59,513 

郵便貯金 61,088 

小計 3,796,175 

合計 3,947,840 

相手先 金額（千円） 

㈱ドラッグイレブン 56,020 

北海道旅客鉄道㈱ 48,396 

㈱スギ薬局 31,538 

㈱ツルハ 30,230 

東京圏駅ビル開発㈱ 25,847 

その他 241,633 

合計 433,666 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

394,018 9,691,291 9,651,643 433,666 95.7 15.6 



③ 未収入金 

④ 商品 

⑤ 敷金保証金 

相手先 金額（千円） 

㈱西友 268,854 

イオン㈱ 217,244 

㈱ダイエーリーシングカンパニー 146,671 

㈱イトーヨーカ堂 126,533 

㈱キンカ堂 102,606 

その他 1,569,980 

合計 2,431,891 

品名 金額（千円） 

日用雑貨 5,128,906 

加工食品 904,718 

合計 6,033,625 

相手先 金額（千円） 

吉祥寺店（建物賃貸借） 90,000 

川越店（建物賃貸借） 71,600 

川口店（建物賃貸借） 51,000 

所沢店（建物賃貸借） 45,000 

武蔵小山２号館（建物賃貸借） 40,500 

その他（建物賃貸借） 3,724,255 

合計 4,022,355 



⑥ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

⑦ 買掛金 

⑧ 設備支払手形 

相手先 金額（千円） 

㈱セイワ・プロ 316,890 

㈱サン・ジャパン 211,186 

㈱林イマニティ 71,857 

㈱ドリームワールド 43,682 

㈱ポピー阪神 20,418 

その他 38,229 

合計 702,265 

期日別 金額（千円） 

平成17年12月 227,947 

平成18年１月 254,981 

平成18年２月 219,335 

合計 702,265 

相手先 金額（千円） 

㈱オカザキ 745,969 

三井食品㈱ 647,840 

スルガ㈱ 437,653 

㈱百瀬 331,444 

サンノート㈱ 318,083 

その他 3,976,713 

合計 6,457,704 

期日別 金額（千円） 

平成17年12月 － 

平成18年１月 6 

平成18年２月 － 

合計 6 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 特記事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は、商法第230条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

 なお、定款の定めにより、当社は、端株券を発行いたしません。また、当社定款の定めにより、端株主は、 

 利益配当金及び商法第293条ノ５の規定による金銭の分配（以下「中間配当金」という。）を受ける権利並 

 びに取締役会の決議により新株、転換社債及び新株引受権付社債の引受権を得る権利を有しております。 

決算期 11月30日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 11月30日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

中間配当基準日 ５月31日 

１単元の株式数 ─ 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額及びこれに係る消費税相当額 

端株の買取り  

取扱場所（注）１． 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代理人 （注）１． 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 （注）１． 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年５月末日及び11月末日の株主及び実質株主に、当社の店舗でご利

用できる「株主ご優待券」(105円券)を下記の基準により発行しておりま

す。  

(1) 贈呈基準：所有株式数 １株以上 2,100円相当（105円券×20枚） 

      ３株以上 4,200円相当（105円券×40枚） 

      ５株以上 6,300円相当（105円券×60枚） 

(2) 利用方法：当社店舗における商品代金の支払いとして、現金との併

用または優待券のみでご利用いただけます。 

(3) 有効期間：５月末日の株主及び実質株主は９月１日から１年間 

11月末日の株主及び実質株主は翌年３月１日から１年間 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年２月18日関東財務局長に提出 

事業年度（第10期）（自 平成14年12月１日 至 平成15年11月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(2) 有価証券報告書及びその添付資料 

事業年度（第11期）（自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日）平成17年２月25日関東財務局長に提出 

(3）半期報告書 

第12期中（自 平成16年12月１日 至 平成17年５月31日）平成17年８月30日関東財務局長に提出 

(4) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年２月23日関東財務局長に提出 

事業年度（第11期）（自 平成15年12月１日 至 平成16年11月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(5) 半期報告書の訂正報告書 

平成18年２月23日関東財務局長に提出 

事業年度（第12期中）（自 平成16年12月１日 至 平成17年５月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年２月25日 

株式会社キャンドゥ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 永田 高士  印 

 関与社員  公認会計士 関 常芳   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キャンドゥの平成15年12月１日から平成16年11月30日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

キャンドゥの平成16年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年２月24日 

株式会社キャンドゥ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 永田 高士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 関 常芳   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キャンドゥの平成16年12月１日から平成17年11月30日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

キャンドゥの平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 
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